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1. はじめに 

測地観測センターでは，地殻活動の監視のために電子基準点の日々の座標値を算出しており，現行

の解析システムは 2009 年から運用の始まった解析戦略（第 4 版）（以下「F3」という．）である（中川

ほか，2009）．日々の座標値は世界測地系に準拠した値を算出しているが，開発当時から 2 回の座標値

の更新があったため，現行の ITRF2014 に準拠するよう電子基準点課では新解析戦略（以下「F4」と

いう．）の開発を行ってきた．F4 解析ではマルチ GNSS 解析を行い，GPS 解のほか，GLONASS 解，

結合解の 3 種類が得られることとなる． 

今年度は，①固定点解析の改良，②結合解析における GLONASS 解析を起因とした 8 日周期ノイズ

の除去方法の検討，③F4 解析システムのプロトタイプの構築を行ったので，それぞれの取り組み内容

について報告する． 

 

2. 研究内容 

2.1 固定点解析の改良 

 固定点解析の改良として，従来のリージョナル解析からグローバル解析へと変更したほか，解析ソ

フトウェアを GAMIT/GLOBK から Bernese ver.5.2 へと変更した．解析に使用する点は世界中の IGS 局

およそ 100 点とした．また，固定点解析では GEONET 網を国際地球基準座標系と結合することも目的

としている．そのため，本解析では最新の国際地球基準座標系である ITRF2014 に準拠した解析を行

うこととした．ITRF2014 から PSD モデルの導入が必要となるが，PSD モデルは IGS（国際 GNSS 事

業）のものを使用することとした．一方，解析に不可欠なデータである衛星の暦については，2017 年

1 月 28 日以前は ITRF2008 に準拠したものとなるため座標変換や暦の変換が必要となる．過去解析に

ついては初期座標を ITRF2014 の値から計算し，それを NNT（No-Net-Translation）拘束の下で解くこ

とで，暦の座標系の依存性を解消することとした． 

2.2 結合解析における GLONASS 解析を起因とした 8 日周期ノイズの除去方法の検討 

 GLONASS 単独解析には，GLONASS 解析解の座標系の伸縮や回転で表現可能な 8 日を周期とした

ノイズが現れる．この周期が GLONASS 衛星の上空配置の再現周期に等しいことが指摘されており

（Ray et al., 2013），GLONASS 衛星のモデリングに関する何らかのエラーが原因の候補と考えられる．

Bernese を使用した解析では正規方程式を作成して解くといった手順を踏むが，GLONASS 解析で作成

される正規方程式のうち，8 日周期ノイズは座標推定値のみならず対流圏遅延パラメータの推定値に

も含まれることが明らかになった．単純に Helmert 変換パラメータを追加して GPS 解析の正規方程式

と結合する方法では座標値の 8 日周期ノイズが完全には除去できないが，それは対流圏遅延パラメー

タに漏れこんだ 8 日周期ノイズの影響が完全には除去できないためと考えられる．そこで，（1）

GLONASS の正規方程式から対流圏遅延パラメータの項を消去，（2）GLONASS の正規方程式に Helmert
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変換パラメータを追加し，GPS の正規方程式と結合する，という手順を採用した． 

2.3 F4 解析システムのプロトタイプの構築 

 GEONET 全点の座標値は，観測点の多さから以下の 3 段階に分けて計算される．（1）固定点解析の

結果を固定し，全国 20 点程度の BB（バックボーン）点の座標を計算，（2）BB 点を固定し，200 点程

度の観測点を一まとめとしたクラスターを 5 つ用意して，それぞれのクラスターに属する観測点の座

標を計算，（3）先に決定した 5 つの領域において，（2）とは異なる点の座標を計算，といった手順で

計算される．結合解の計算では Helmert 変換パラメータの推定が必要で，かつ全ての計算時に共通の

Helmert 変換パラメータを使用したい．そのため，Helmert 変換パラメータの推定には最初に結合が行

われるべき（1）の過程で推定することにし，（2）及び（3）の過程では BB 点から推定した Helmert 変

換パラメータを使用する．この際，Helmert 変換推定に使用する観測点の組み合わせは，GPS と

GLONASS 解析で同様の点とすることが望ましい．実際に，BB 点は品質チェックを経て決定されるた

め，GPS と GLONASS 解析で同一の点が選択される保障はない．そのため，F4 プロトタイプとしては

GPS で決定した BB 点を強制的に GLONASS 解析の BB 点とすることとした． 

  

3. 得られた成果 

3.1 固定点解析の改良 

固定点解析を Bernese ソフトウェアでの処理としたが，現行の F3 解析と同程度またはそれ以上の解

析結果が得られた．図-1 に F3 解析と F4 解析の固定点「つくば１」の座標値の時系列を，表-1 に固定

点「つくば 1」の 2014 年の座標値に対し，一次トレンドを差し引いて RMS を計算した結果を示す．

F4 解析でも時々値の跳びが見られるが，総合的には改善されている．特に上下成分で，2016 年 1 月か

ら 5 月にかけての変動が軽減されている様子が見て取れる．上下成分の改善については表-1 にも現れ

ており，RMS において 1 割以上の改善が見られた．また，暦の参照系の切り替わりの前後においても

結果に跳びは見られない．そのため，過去のデータの解析においても ITRF2014 に準拠した結果を得

ることができることが確認できた． 

 

 

図-1 2016 年 1 月 1 日～2017 年 7 月 31 日までの固定点解析結果．上が F4 の結果，下が F3 の結果を示す．

また，2017 年 1 月 29 日の線が，暦の切り替わり（IGS08 から IGS14 へと変更）を示す． 
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表-1 図-1 の期間の F3 解析と F4 解析の「つくば１」座標値の RMS 

 N 成分 E 成分 U 成分 

F3 解析 2.85 mm 2.08 mm 6.61 mm 

F4 解析 2.30 mm 2.31 mm 5.85 mm 

 

3.2 結合解析における GLONASS 解析を起因とした 8 日周期ノイズの除去効果の評価 

 2.2 節の手法を実施した結果，結合解から 8 日周期ノイズを完全に除去することに成功した．図-2 に

対流圏遅延パラメータを削除しない場合と削除した場合の二通りの周波数解析結果を示す．両方とも

Helmert 変換パラメータを推定後，得られた BB 点 20 点それぞれの時系列データに対して周波数解析

を実施し，足し合わせた．対流圏遅延パラメータを削除した場合には，特に上下成分で 8 日周期ノイ

ズが完全に除去されていることが分かる．南北成分ではスペクトルのピークが周期にして 7.5 日～8 

日の間になるが，完全に除去されていることが分かる．本手法により，8 日周期ノイズは解決される

が，GPS 解を基準としての Helmert 変換を行っている点は注意が必要である．この結合方法は，GPS

解が正しいという前提のもと成り立っており，GPS の補完といった意味合いになる．今後，GLONASS

解析に必要な情報の精度が向上することを期待したい．その暁には，上記の手順を踏むことなく，独

立に解いたものを結合することが可能となるだろう．また，上記の手順による結果は，対流圏遅延パ

ラメータを消去せずに正規方程式を結合する場合に比べ，わずかではあるが座標値のばらつきの RMS

が増加する結果となった．それは，この手法が対流圏遅延パラメータを結合することによる解の安定

化の効果を犠牲にしているためと考えられるが，将来，GLONASS の 8 日周期ノイズが根本的に解決

された場合には，対流圏遅延も結合することによって更なる改善が期待される． 

 

 

図-2 対流圏遅延パラメータを削除せずに求めた結合解の時系列の周波数解析結果（破線）と，対流圏遅延パ

ラメータを削除して求めた結合解の時系列の周波数解析結果（実線）．図は対数表記で，横軸が 1 年のう

ちのサイクル数（cpy），縦軸がパワースペクトル強度を表す． 

 

3.3 F4 プロトタイプの構築 

 2.3 節のとおりに，F4 プロトタイプを開発し，2014 年の 1 年間の試験解析を行った．例として，図

-3 に電子基準点「波照間島」の解析結果を示す．図-3 は固定点である「つくば 1」との差を計算し，

その差を局所座標系に変換したものである．GLONASS 解析では，特に 2014 年 6 月前後に顕著な周期

的変動が見られるが，結合解ではそれらの変動が消えている様子が分かる．表-2 に一次トレンドと年

周・半年周を差し引いた値の RMS を計算した結果を示す．N 及び E 成分においては GPS 解析の結果
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が良好であるが，特に上下成分においては結合解が最良であることが分かる． 

また，GPS 解析は 365 日全てで成功したが，GLONASS 解析は 356 日が成功，9 日分が失敗する結

果となった．失敗の原因は，GPS 解析で決定された BB 点の品質が GLONASS データにおいては非常

に悪い点があり，解析時に除外されてしまい解析が行えなくなったためであった．今回作成したスキ

ームにおいてはこのような事象を避けることは難しいため，今後の課題として，（1）BB 点に不一致が

あった場合の影響評価，（2）別スキームの検討，が挙げられる． 

 

 
図-3 電子基準点「波照間島」における F4 プロトタイプの解析結果例． 

 

表-2 各解析結果の一次トレンド，年周半年周を取り除いた後の RMS 

 N 成分 E 成分 U 成分 

GPS 解析 1.82 mm 1.90 mm 6.73 mm 

GLONASS 解析 2.12 mm 3.55 mm 8.56 mm 

結合解析 1.94 mm 2.06 mm 6.28 mm 

 

4. 結論 

GEONET 新解析戦略の開発のため，固定点解析の改良，結合解析における GLONASS 解析を起因と

した 8 日周期ノイズの除去方法の検討，F4 プロトタイプの構築を行った．F4 プロトタイプにおいて

は，GPS 解析は良好な解析結果が得られているが，GLONASS 解，結合解においては今後も改良が必

要である． 

 

参考文献 

J. Ray, J. Griffiths, X. Collilieux and P. Rebischung （2013）： Subseasonal GNSS positioning errors, Geophys. 

Res. Lett., 40, doi:10 1002/2013GL058160. 

中川弘之，豊福隆史，小谷京湖，宮原伐折羅，岩下知真子，川元智司，畑中雄樹，宗包浩志，石本正

芳，湯通堂亨，石倉信広，菅原安宏（2009）：GPS 連続観測システム（GEONET）の新しい解析戦略

（第 4 版）によるルーチン解析システムの構築について，国土地理院時報，118，1-8． 
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津波予測支援のための GNSS リアルタイム解析に関する研究（第 7 年次） 
 

         

実施期間 平成 23 年度～平成 29 年度 

測地観測センター電子基準点課 

測地観測センター 

阿部 聡   高松 直史 

川元 智司  宮川 康平 

 

1. はじめに 

国土地理院では，平成 23 年から東北大学大学院理学研究科との共同研究の下，電子基準点リアルタ

イム解析システム（以下「REGARD」という．）の開発を行い，平成 28 年度から運用を開始している．

REGARD は，電子基準点のリアルタイムデータを用いて各観測点の 1 秒毎の変位を常時計算し，おお

よそ 10cm 以上の永久変位または M7 を超える規模の地震が発生した際に，各電子基準点の変位量か

ら，形状を固定しない矩形断層モデル及び海溝沿いに固定したすべり分布モデルの二種類を即時推定

するシステムである． 

 

2. 研究内容 

今年度は，運用開始からの 1 年で得られた結果からそれを基に本格的な防災情報提供に向けたシス

テム調整を行った．REGARD システムで実運用を行うにあたり複数の課題が見つかった．まず，GNSS

測位は地震計と比べると非常にノイズが大きいため，解析対象となりうる地震も海溝型で M8 クラス

と少なく，事例の蓄積が難しいことである．また，防災関連情報として利用するためには地震の規模

を過大に推定したりするような誤検出を適切に除外できることが非常に重要となるが，事例が少なく，

運用実績を直接用いてある閾値を設けるなどの手段をとりにくいことも挙げられる． 

そこで，まずモデルパラメターハンドブック（佐藤ほか，1989）に記載されたモデルから擬似デー

タを作成し，それを REGARD システムで逆推定した結果，Variance Reduction（VR）を指標とし，そ

の値が 80%以上ならば，地震規模を極端に過大評価することなく概ね適切なモデル推定結果が得られ

ることが明らかになった（図-1）．そこで，VR の閾値を 80%とし，それ未満の推定結果は異常結果と

して棄却することとした．さらに，断層モデルの推定対象とする地震を緊急地震速報で M4 以上の全

ての地震として連続稼働させ，M7 未満の地震全てを適切に除外できるかどうかを確認した． 

 

 
図-1 モデルパラメターハンドブック（佐藤ほか，1989）の海溝型地震を対象として，（左）矩形断層モデル及

び（右）すべり分布モデルで Mw を推定した結果．VR80%を超えるものは fair，VR90%を越えるものは

Good とし，濃淡で示している．  

-96-



3. 得られた成果 

 一年間の運用の結果 4 件の誤検出事例が発生した．これらの原因として，①GNSS 解析に相対測位

を用いているために固定点のデータに大きなノイズがあること，その他の全ての観測点の座標値に見

かけ上の変動が発生してしまうこと，②ある一点でノイズによる大きな見かけ上の変位が計算された

場合に，矩形断層モデルがその近傍に推定されることによって，この変動データによくフィットし高

い VR 値が得られてしまうこと，が確認された．このような事例においては，VR80%という閾値のみ

では適切に対応できないため，以下の対策を検討し実装することとした． 

 まず、①の対策として，固定点の見かけの変動の影響を避けるため，断層推定を行う際に固定点の

変位を同時推定し、VR の評価は固定点のノイズを差し引いた後に行うこととした． 

 次に，②の対策として，海溝型地震や M7 クラスの内陸地震においては必ず複数の観測点で有意な

変動が観測される仮定し，隣接する 3 点以上で有意な変動が観測されなかった場合には VR が高い解

が得られても異常な結果と判断し，検出を除外することとした． 

 上記の誤検出除外手法を組み込んだところ，平成 28 年度の一年間では熊本地震の事例のみが検出事

例として残り，誤検出事例はゼロとなった（図-2）．よって，VR80%という閾値とともに，これらの

対策を実装することとした． 

 

 

図-2 誤検出除外手法を組み込む前（左）および後（右）の，断層モデル推定結果の VR．組み込み後は誤検出

が除外され，VR80%を超えた事例が熊本地震の事例のみとなっている．  

 

4. 結論 

REGARD システムの本格的な防災情報提供を念頭にシステム調整を実施した．平成 28 年度のデー

タの蓄積を基に誤検出を除外する方法を適用したところ，熊本地震のみが有意な結果として得られる

ようになった． 

REGARD システムによる結果は平成 29 年 11 月から内閣府が運用を開始した，津波浸水被害推計シ

ステムに送られており，既に利用されている．また，気象庁とも協議を継続しており，津波警報等へ

活用が可能か検討を続けているところである． 

今後もこのようなシステムの調整を実施し，より確実性の高いシステムとしたい． 

 

参考文献 

佐藤良輔，岡田義光，鈴木保典，阿部勝征，島崎邦彦（1989）：日本の地震断層パラメター・ハンドブ

ック，鹿島出版会． 
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REGMOS の高度化に関する研究（第 11 年次） 
 

 

 

 

 

 

1. はじめに 

測地観測センター電子基準点課では，火山地域における地殻変動監視のため，GNSS 火山変動リモ

ート観測装置（以下「REGMOS」という．）の運用及び改良を行っている．平成 26 年度までに太陽電

池モジュールや充放電制御装置の改善，総合制御装置（以下「RCL」という．）の開発・改良を実施し，

現在，REGMOS は通信や観測が途絶えることなく概ね安定的に稼動している． 

これまでに，観測環境の厳しい積雪寒冷地には太陽電池モジュールを全面に備え，重量のある

REGMOS-H を，また温暖な地域や緊急的に設置作業を実施する地域には，容易に分解・組立・運搬が

可能な REGMOS-mini を設置し運用してきた．前者の REGMOS-H を設置するには，高額な運搬及び設

置等のコストがかかるため，平成 27 年度に後者の REGMOS-mini の利点を生かしつつ，積雪寒冷地に

おいても稼動可能な REGMOS-mini（以下「冬季仕様型 REGMOS-mini」という．）を製作した． 

昨年度までの調査研究により，積雪寒冷地における GNSS 観測データの品質，発電能力及び収納ボ

ックスの保温性能に関しては成果が得られたが，凍上対策においては課題が残っている． 

現在，積雪寒冷地に設置している REGMOS のうち，REGMOS-H 型ではあるが平成 27・28 年度に凍

上現象が認められた M 浅間鎌原 2 と，冬季仕様型 REGMOS-mini 型である浅間試験観測点及び M 雌

阿寒において，保守及び冬季観測の分析を行った．その結果と課題等を報告する． 

 

2. 冬季仕様型 REGMOS-mini の概要 

冬季仕様型 REGMOS-mini の架台フレームは，積雪により太陽電池モジュールの発電量が減衰する

のを防ぐために，従来の REGMOS-mini の架台フレームの下部に高さ 100cm の嵩上げ架台を追加して

いる．そして，嵩上げ架台下部のベースフレームを固定する基礎には，鉄製アンカーボルト及びステ

ンレス製アンカープレートを採用している．さらに，凍上現象等によるベースフレームの傾斜を監視

できるよう，ベースフレームに傾斜計を設置している．また，収納ボックス上段には，ボックスの内

部側面に厚さ 10cm，内部上面に厚さ 5cm の発泡ポリスチレン断熱材を組み入れており，ボックスの

内部温度を外気温度+15℃以上に保つことができる． 

 

3. M 浅間鎌原 2 における凍上対策について 

 M 浅間鎌原 2（写真-1）は，平成 27 年度冬季に凍上現象による隆起が認められたため，平成 28 年

に凍上対策を行ったものの，再び平成 29 年 2 月に傾斜値の異常が認められた．平成 29 年 1 月 1 日～

5 月 31 日の座標値（R3 解）を確認したところ，凍上時に最大 8cm の隆起が認められた．同時に GNSS

アンテナが傾斜したことにより，最大 6cm の水平変動が生じている（図-1）．同年 2 月 28 日に緊急調

査を行った結果，ベースフレーム下部に入り込んだ表土が凍結膨張してベースフレーム下面に接触し

押し上げたことが原因であると判断した．同年 9 月 6 日，2 度目の凍上対策としてベースフレーム下

面と表土との隙間を 25cm 確保し，その隙間にエアーパッキンを取り付けた（写真-2）．このエアーパ

ッキンがベースフレーム下部に表土が流入するのを防ぎ，かつクッション作用で凍上による表土の押

実施期間 平成 19 年度～平成 29 年度 

測地観測センター電子基準点課 齋藤 郁雄 森下 一 

湯通堂 亨 木村 勲 
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し上げ圧力を食い止める効果を期待した（図-2）． 

 しかし，平成 29 年 12 月 1 日～平成 30 年 2 月 28 日の座標値（R3 解）を確認したところ，1 月中旬

から東方向への変動が見られた（図-

3）．傾斜計も同時期に東方向への傾

斜を検出した．また，地下 50cm に設

置した地盤温度計も氷点下を指して

いたことから，予想以上に凍結深度

が深く，エアーパッキンでも食い止

められないほど凍上量が大きかった

ことが考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 冬季仕様型 REGMOS-mini（浅間試験 観測点）について 

 浅間試験観測点（写真-3）は，凍上の影 響を受けている M 浅間鎌原 2（REGMOS-H）との比較

及び冬季仕様型 REGMOS-mini の実用性 の検証を目的として，平成 28 年 11 月 10 日に M 浅間

鎌原 2 の近隣に設置された． 

平成 29 年 1 月 1 日～5 月 31 日及び平 成 29 年 12 月 1 日～平成 30 年 2 月 28 日の座標値（共

に R3 解）を確認した．平成 28 年度冬季 では，地殻変動と見られるトレンドがあるものの，特

異な変動は見られなかった（図-4）が，平 成 29 年度冬季では，1 月中旬から西方向への水平変動

が見られた（図-5）． 
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図-1 座標値（M 浅間鎌原 2）の変動（平成 28 年度冬季） 
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図-3 座標値（M 浅間鎌原 2）の変動（平成 29 年度冬季） 
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積雪は外気の冷気が地中に伝わ

るのを防ぎ，凍上現象を起こしにく

くする作用があるが，ベースフレー

ム周辺は風の影響で雪が積もりに

くいため，そこから外気の冷気が地

中に伝わり凍上現象を起こした可

能性があると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 冬季仕様型 REGMOS-mini（M 雌阿寒）について 

 M 雌阿寒（写真-4）は平成 29 年 6 月 7 日に REGMOS-mini を設置したが，同年 10 月 5 日に嵩上げ

架台の追加を行い，冬季仕様型 REGMOS-mini としての本格運用を開始した．本点は浅間試験観測点

よりもさらに寒冷で積雪量も多いため，冬季の観測環境は非常に厳しい．そのため，本点における凍

上対策として，アンカーボルトの地中深さを現地で想定する凍結深度よりも深い 1.5m とした．しか

し，平成 29 年 12 月 1 日～平成 30 年 2 月 28 日の座標値（R3 解）及び傾斜計データ（JST12 時）を確

認したところ，1 月上旬から西方向への水平変動が見られた（図-6,7）．浅間試験観測点と同様に，積

雪がないベースフレーム周辺から冷気が地中に伝わり凍上現象を起こしたと考えられる． 

なお，本点の現況をネットワークカメラで確認したところ，積雪量は最大でも太陽電池モジュール

の高さまで達することはなかったため積雪による発電量の減衰を回避することができた（写真-5）． 
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図-4 座標値（浅間試験観測点）の変動（平成 28 年度冬季） 
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図-5 座標値（浅間試験観測点）の変動（平成 29 年度冬季） 
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6. 今後の課題 

今年度は M 雌阿寒にて冬季仕様型 REGMOS-mini の

本格運用を開始した．各種機器は積雪と低温の影響を

受けず安定稼働していたが，凍上現象による筐体傾斜

を回避できなかった．そこで対策として，ベースフレー

ム周辺の地下に断熱材を敷き，断熱材と表土を防水シ

ートで囲う方法を考察した（図-8）．防水シートで囲わ

れた土は，周りから水分が供給されないため凍結膨張

を起こさない．また，断熱材が防水シートより下の土に

冷気が伝わるのを食い止めることで凍上現象を防ぐ効

果を期待する．次年度，積雪が解ける 6 月以降，M 雌

阿寒及び浅間試験観測点でこの対策を実施する予定で

ある． 

しかし，3 回目の凍上が起きた M 浅間鎌原 2 は水分を含みやすい地盤の上に立っており，度重なる

凍上現象で地盤が軟弱になっている可能性があるため移設を検討することも考えられる． 

日々の座標値（F3 又は R3 解）の変動には経年的な地殻変動を含むが，傾斜計は地殻変動を検出せ

ず筐体の傾斜を正確に検出する．地殻変動による変動と筐体の傾斜による変動を見分けるために，今

後も傾斜計を活用していきたい． 

REGMOS を構成する各種機器は技術の進歩により小型化，軽量化が進んでいる．特に重量の大きい

バッテリーや太陽電池モジュールが小型化できれば，今後 REGMOS 本体のさらなる小型軽量化も期

待できる． 
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図-8 今後の凍上対策案（概略図） 
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伊豆大島地区自動測距測角装置による点膨張源推定に関する研究

実施期間 平成 29 年度

測地観測センター地殻監視課 澤田 正典

1. はじめに

2002 年 9 月以降，伊豆大島三原山地区自動測距測角装置においては三原山外輪山の北西部に設置し

た器械点を中心にカルデラ内部及び内輪山上に設置した全 11 点あるミラー点に対して放射状に観測

基線を構築し，主に基線長変化についてミリ単位の精度で地殻変動を捉えている．今年度，新しい試

みとして基線長変化の観測値及び付近の GNSS 観測値を元に，火山用地殻活動解析支援ソフトウェア

MaGCAP-V（ver1.7.3）（気象研究所地震火山研究部，2008）を用いた点膨張源の推定を行った． 

2. 研究内容

2002 年 9 月以降現在までの間，基線長変化の観測値及び付近の GNSS 観測値においては，短周期の

膨張及び収縮を繰り返しながら長期的に膨張を続ける三原山の地殻変動を記録している．自動測距測

角装置配点図及び 1 番ミラー点における基線長変化グラフを示す（図-1）．図-1 に見られる短周期な膨

張及び収縮のうち直近の短周期な膨張，また長期的な膨張トレンドを対象に，気象庁ソフトウェア

MaGCAP-V（ver1.7.3）を用いて点膨張源の推定を行った．なお，一部の観測点においてローカルな別

の膨張・収縮源等によるノイズの影響が見られた場合は推定時にその観測点を除外した．

図-1 伊豆大島三原山地区自動測距測角装置配点図（左）及び 1 番ミラー点における基線長変化グラフ（右） 

3. 得られた成果

2016 年 11 月～2017 年 8 月末に発生した直近の膨張期における点膨張源の推定結果及び同時期にお

ける火山性地震の震源プロット（図-2），2003 年 5 月～2013 年 7 月の長期的な膨張トレンドにおける

点膨張源の推定結果及び 2013 年 10 月に発生した台風 26 号による土砂災害（伊豆大島）における土

砂流出箇所（図-3）を示す．図-2 において火山性地震の震源域と点膨張源の推定位置がおおむね一致

すること，図-3 において 2013 年 10 月に発生した台風 26 号による土砂災害（伊豆大島）の発生位置

と長期的な膨張トレンドにおける点膨張源の推定位置がおおむね一致することがわかった．
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図-2 2016 年 11 月～2017 年 8 月末に発生した直近の膨張期における点膨張源の推定結果（左）及び同時期に

おける火山性地震の震源プロット（右）（※ 震源プロットに点膨張源を重ねて表示．） 

 

図-3 2003 年 5 月～2013 年 7 月に発生した長期的な膨張トレンドにおける点膨張源の推定結果（左）及び

2013 年 10 月に発生した台風 26 号による土砂災害（伊豆大島）における土砂流出箇所（右）（※地理院

地図に点膨張源を重ねて表示．） 

 

4. 結論 

自動測距測角装置の器械点及びミラー点は中央カルデラ～島西部の地下にあるマグマと位置的に近

いため，その浅い場所に発生した膨張源等を推定する上で有利な観測環境にある．将来，三原山の地

表付近に膨張源等が出現した場合，噴火に至るプロセスを自動測距測角装置によって検出できる可能

性がある．また，長期的な膨張トレンドにおける点膨張源と，2013 年 10 月に発生した台風 26 号によ

る土砂災害（伊豆大島）の発生位置が重なることから，マグマの活動に起因した局地的な地殻変動に

伴う地盤強度の低下が発生し土砂災害の原因の一つとなった可能性について精査する必要が見られた． 

 

謝辞：気象研究所からは火山用地殻活動解析支援ソフトウェア MaGCAP-V を提供して頂いた． 
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